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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成１９年３月３１日現在） 

（単位:千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 ９，４７０，９７９ 流 動 負 債 ４，６１９，３５４ 

現 金 及 び 預 金 ２，３６６，５９９ 支払手形及び買掛金 １，７５５，９３０ 

受取手形及び売掛金 １，７０７，６８９ 短 期 借 入 金 ３３６，０００ 

有 価 証 券 ２，０１３，８３５ 1年以内返済予定長期借入金 ４２５，２００ 

た な 卸 資 産 ２，５８３，４１４ 1年以内償還予定社債 ３５５，０００ 

繰 延 税 金 資 産 ５１４，８４７ 未 払 法 人 税 等 ８８，６３２ 

そ の 他 ３１０，１３０ 賞 与 引 当 金 ２５９，６８４ 

貸 倒 引 当 金 △２５，５３８ 返 品 調 整 引 当 金 ３９７，０００ 

  そ の 他 １，００１，９０７ 

固 定 資 産 ４，６６７，２９７ 固 定 負 債 ２，８５０，８８３ 

社 債 １，０９５，０００ 

長 期 借 入 金 ３３６，７００ 

退 職 給 付 引 当 金 ７３８，９７６ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ３０２，０００ 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

２，５２２，０４１ 

１，２７３，８１０ 

２８９，７０６ 

４７５，０５３ 

４８３，４７０ そ の 他 ３７８，２０６ 

負 債 合 計 ７，４７０，２３７ 

純 資 産 の 部 

科 目 金 額 

株 主 資 本 ６，６５５，６１４ 

資 本 金 １，６３７，７０６ 

資 本 剰 余 金 ２，４２２，２４６ 

利 益 剰 余 金 ２，７７８，３７４ 

自 己 株 式 △１８２，７１２ 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 １２，４２４ 

その他有価証券評価差額金 ８４，１４７ 

土 地 再 評 価 差 額 金 △１９６，６４８ 

為 替 換 算 調 整 勘 定 １２４，９２５ 

 

無 形 固 定 資 産 

 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

２２７，５２２ 

 

１，９１７，７３３ 

９６８，１３３ 

２７０，２７１ 

３７３，９４５ 

３０５，４８２ 

△１００ 

純 資 産 合 計 ６，６６８，０３９ 

資 産 合 計 １４，１３８，２７６ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １４，１３８，２７６ 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

平成18年4月１日から 

平成19年3月31日まで 
（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高  １４，３０５，８９０ 

売 上 原 価  ９，０６２，７７３ 

売 上 総 利 益  ５，２４３，１１６ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ４，７３７，１９７ 

営 業 利 益  ５０５，９１８ 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 １４，０３８  

受 取 配 当 金 

そ の 他 

１５，６９６ 

１７，４８１ 

営 業 外 費 用  

 

４７，２１６ 

支 払 利 息 ５１，００３  

そ の 他 ２２６，７４５ ２７７，７４８ 

経 常 利 益 

特 別 利 益 

 ２７５，３８６ 

固 定 資 産 売 却 益 ２，４６７  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ６６３ 

償 却 債 権 取 立 益 ９３２ 

特 別 損 失  

 

４，０６３ 

固 定 資 産 除 却 損 １５，８６３  

固 定 資 産 売 却 損 １，２７３ １７，１３７ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  ２６２，３１２ 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 １１１，１３９  

法 人 税 等 調 整 額 ９４，１９９ ２０５，３３９ 

当 期 純 利 益  ５６，９７３ 
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

平成18年4月１日から 

平成19年3月31日まで 

（単位：千円） 

株 主 資 本  

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高 1,637,706 2,422,246 2,812,617 △182,586 6,689,983 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △91,216  △91,216 

当期純利益   56,973  56,973 

自己株式の取得    △125 △125 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
     

連結会計年度中の変動額合計 － － △34,243 △125 △34,369 

平成19年3月31日残高 1,637,706 2,422,246 2,778,374 △182,712 6,655,614 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

その他有価証

券評価差額金 

土地再評価

差 額 金 

為替換算調

整 勘 定 

評価・換算差額

等 合 計 

純 資産合計 

平成18年3月31日残高 214,457 △196,648 72,033 89,842 6,779,825 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △91,216 

当期純利益     56,973 

自己株式の取得     △125 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
△130,310 － 52,892 △77,417 △77,417 

連結会計年度中の変動額合計 △130,310 － 52,892 △77,417 △111,786 

平成19年3月31日残高 84,147 △196,648 124,925 12,424 6,668,039 
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連 結 注 記 表 
 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数 ８社 

カーメイト物流（株） 

CARMATE CAR ACCESSORIES CO.,LTD.（香港） 

快美特汽車精品(深ｾﾝ)有限公司（中国） 

CARMATE KOREA CO.,LTD.（韓国） 

Car Mate USA,Inc.（米国） 

烈卓（上海）貿易有限公司（中国） 

（株）オールライフメイト 

（株）シーエスアール 

 

（２）非連結子会社の数 １社 

（株）アールエスオリン 

 

（３）非連結子会社を連結の範囲から除いた理由 

（株）アールエスオリンは、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（株）アールエスオリンは、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ・・・・・決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定） 

時価のないもの ・・・・・移動平均法に基づく原価法 

②デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務・・・・・・時価法 

③たな卸資産 

製品・材料部品・・・・・・・移動平均法に基づく低価法 

仕  掛  品・・・・・・・個別法に基づく低価法 

貯  蔵  品・・・・・・・最終仕入原価法に基づく低価法 



５ 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有 形 固 定 資 産 

当社及び国内子会社 ・・・・定率法〔耐用年数及び残存価額は法人税法に規定する方法

（なお、機械装置の一部については、見積耐用年数）と同

一の基準による〕但し、平成１０年４月１日以降取得した

建物（建物付属設備は除く）については定額法 

在 外 子 会 社  ･ ･ ･ ･ 主として定額法 

②無 形 固 定 資 産 

自社利用ソフトウェア ・・・社内における見込利用可能期間（5年）による定額法 

土 地 使 用 権・・・・・土地使用契約期間（50年）に基づく均等償却 

③長 期 前 払 費 用・・・・均等償却（償却期間は主として法人税法に規定する方法と

同一の基準による） 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

②賞 与 引 当 金 

当社、カーメイト物流（株）及び（株）オールライフメイトは、従業員に対して支給する

賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③返 品 調 整 引 当 金 

当社は、販売した製品の返品による損失に備えるため、経験率に基づいて算定した返品見

込額のうち、売買利益相当額及び損傷製品の原価相当額又は補修費相当額をあわせて計上

しております。 

④退 職 給 付 引 当 金 

当社、カーメイト物流（株）及び（株）オールライフメイトは、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上

の差異はその発生時に費用処理しております。 

⑤役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

当社は、役員の退職による退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

（４）その他連結計算書類作成のための重要な事項 

①連結子会社の事業年度等に関する事項 
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カーメイト物流（株）、（株）シーエスアール、（株）オールライフメイト及びCar Mate 

USA,Inc.の決算日はいずれも２月末日、また快美特汽車精品(深ｾﾝ)有限公司、CARMATE CAR 

ACCESSORIES CO.,LTD.、烈卓（上海）貿易有限公司及びCARMATE KOREA CO.,LTD.の決算日

は12月末日であり、連結計算書類は各社の事業年度に係る計算書類を基礎として作成して

おります。但し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行うこととしております。 

②重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

③重要なヘッジ会計の方法 

１．ヘッジ会計の方法・・ 金利スワップについては特例処理の要件を満たしております
ので、特例処理を行っております。従ってヘッジの有効性の評
価を省略しております。 

２．ヘッジ手段・・・・・ 金利スワップ 
３．ヘッジ対象・・・・・ 借入金の利息 
４．ヘッジ方針・・・・・ （株）オールライフメイトは、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別
は個別契約毎に行っております。 

④消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。なお、控除対象

外消費税等については当連結会計年度に負担すべき費用として処理しております。但し、

固定資産に係る控除対象外消費税等は「投資その他の資産」（長期前払消費税等）に計上

し、定額法（5年）により償却を行っております。 

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法によっております。 

 

 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に関する注記 
当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の資本の部に相当する金額は  

６，６６８，０３９千円であります。 
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連結貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額                  ５，４９６，２９２千円 

 
２．期末日満期手形 
 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形
が連結会計年度末残高に含まれております。 
 
受取手形                           １４９，７９９千円 

 
３．事業用の土地の再評価 
 「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行っております。再評価差額については、「土地再評価差額金」として純資産の部に計
上しております。 
 

 
 
再評価の方法 
 
 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布
政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に
基づき算出しております。 

  再評価を行った年月日 平成１４年３月３1日 

 
 
再評価を行った土地の期末にお
ける時価と再評価後の帳簿価額
との差額 

 
 

△１２４，９３４千円 

 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数    普通株式   ７，９２８，８８５株 

 

２．当連結会計年度の末日における自己株式の数      普通株式     ３２７，７２３株 

 

３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

平成１８年６月２９日の第４１回定時株主総会において、次のとおり決議いたしました。 

１）株式の種類                               普通株式 

２）配当金の総額                       ９１，２１６，４６４円 

３）配当の原資                              利益剰余金 

４）１株当たり配当額                             １２円 

５）基準日                           平成１８年３月３１日 

６）効力発生日                         平成１８年６月２９日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成１９年６月２８日の第４２回定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。 

１）株式の種類                               普通株式 



８ 

２）配当金の総額                       ５３，２０８，１３４円 

３）配当の原資                              利益剰余金 

４）１株当たり配当額                              ７円 

５）基準日                           平成１９年３月３１日 

６）効力発生日                         平成１９年６月２９日 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額                          ８７７円２４銭 

 

２．１株当たり当期純利益                            ７円５０銭 

 

 

重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 

 

 

 

 

備考 記載金額は表示単位未満を切り捨てております。 
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貸 借 対 照 表 
（平成１９年３月３１日現在） 

（単位:千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 ８，２０１，２７１ 流 動 負 債 ４，０２９，５４３ 
現 金 及 び 預 金 １，３６０，６６５ 支 払 手 形 １，１５６，６２６ 

受 取 手 形 ５１０，０５７ 買 掛 金 ５８８，６６９ 

売 掛 金 １，０８８，３８４ 短 期 借 入 金 ３３６，０００ 

有 価 証 券 ２，００３，８１６ １年以内返済予定長期借入金 ９７，２００ 

製 品 ２，０５３，３７１ １年以内償還予定社債 ３５５，０００ 

材 料 部 品 １５５，４５９ 未 払 金 ２３０，１１１ 

仕 掛 品 ２２１，２３３ 未 払 法 人 税 等 ２２，４３３ 

貯 蔵 品 １，９２６ 未 払 費 用 ３５５，１７９ 

前 渡 金 １，６７８ 賞 与 引 当 金 ２２３，５５９ 

繰 延 税 金 資 産 ４７９，８４３ 返 品 調 整 引 当 金 ３９７，０００ 

短 期 貸 付 金 １１７，４２０ そ の 他 ２６７，７６４ 

未 収 入 金 ７４，６４５ 固 定 負 債 ２，３４９，２２９ 
そ の 他 ２００，３８６ 社 債 １，０９５，０００ 

貸 倒 引 当 金 △６７，６１８ 長 期 借 入 金 ２２２，７００ 

固 定 資 産 ３，６１５，２９４ 退 職 給 付 引 当 金 ７１５，８０８ 

有 形 固 定 資 産 １，５３６，７２７ 役員退職慰労引当金 ３０２，０００ 

建 物 ４１９，１２２ そ の 他 １３，７２１ 

構 築 物 ２５，４８７ 負 債 合 計 ６，３７８，７７３ 
機 械 装 置 １２５，８２８ 純 資 産 の 部 

車 両 運 搬 具 ６０，５６２ 科 目 金 額 

工 具 器 具 備 品 ４２２，２５５ 株 主 資 本 ５，５５０，２９２ 
土 地 ４８３，４７０ 資 本 金 １，６３７，７０６ 

無 形 固 定 資 産 ９２，０４３ 資 本 剰 余 金 ２，４２２，２４６ 

ソ フ ト ウ ェ ア ８２，６５７ 資 本 準 備 金 ２，４２２，２４６ 

電 話 加 入 権 ９，３８６ 利 益 剰 余 金 １，６７３，０５２ 

投 資 そ の 他 の 資 産 １，９８６，５２２ 利 益 準 備 金 ８７，７００ 

投 資 有 価 証 券 ９３７，６３３ そ の 他 利 益 剰 余 金 １，５８５，３５２ 

関 係 会 社 株 式 ３０４，８５３ 別 途 積 立 金 １，５００，０００ 

長 期 貸 付 金 １８１，０４５ 繰 越 利 益 剰 余 金 ８５，３５２ 

繰 延 税 金 資 産 ３６１，２８６ 自 己 株 式 △１８２，７１２ 

敷 金 ７８，９４６ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △１１２，５０１ 

そ の 他 １２２，８５７ その他有価証券評価差額金 ８４，１４７ 

貸 倒 引 当 金 △１００ 土 地 再 評 価 差 額 金 △１９６，６４８ 

  純 資 産 合 計 ５，４３７，７９１ 

資 産 合 計 １１，８１６，５６５ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １１，８１６，５６５ 

 



１０ 

損 益 計 算 書 
 

平成18年4月１日から 

平成19年3月31日まで 

 
（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高  １２，６９０，５７７ 

売 上 原 価  ８，５３９，７１９ 

売 上 総 利 益  ４，１５０，８５８ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ４，４０４，５４５ 

営 業 損 失  ２５３，６８６ 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金  

そ の 他 

７４，９６９ 

２０４，３１４ ２７９，２８３ 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 １６，５８３  

そ の 他 ２６０，８２２ ２７７，４０６ 

経 常 損 失  ２５１，８０９ 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 ２，３５７  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 １１，４５３  

償 却 債 権 取 立 益 ９３２ 

特 別 損 失  

１４，７４２ 

固 定 資 産 除 却 損 １５，８２５  

固 定 資 産 売 却 損 １，２７３ １７，０９９ 

税 引 前 当 期 純 損 失  ２５４，１６６ 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 １２，１８５  

法 人 税 等 調 整 額 １０４，０５９ １１６，２４５ 

当 期 純 損 失  ３７０，４１１ 

 
 
 
 
 
 
 
 



１１ 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

平成18年4月１日から 

平成19年3月31日まで 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金  
資 本 金 

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計 

平成18年3月31日残高 1,637,706 2,422,246 2,422,246 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当    

当期純損失    

自己株式の取得    

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
   

事業年度中の変動額合計 － － － 

平成19年3月31日残高 1,637,706 2,422,246 2,422,246 

 

株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

 

利 益 

準 備 金 別途積立金 
繰 越 利 益 

剰 余 金 

利益剰余金

合 計 

自己株式 
株 主 資 本 

合 計 

平成18年3月31日残高 87,700 1,500,000 546,980 2,134,680 △182,586 6,012,046 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当   △91,216 △91,216  △91,216 

当期純損失   △370,411 △370,411  △370,411 

自己株式の取得     △125 △125 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
      

事業年度中の変動額合計 － － △461,628 △461,628 △125 △461,753 

平成19年3月31日残高 87,700 1,500,000 85,352 1,673,052 △182,712 5,550,292 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

その他有価証券 

評 価 差 額 金 
土地再評価差額金 

評価・換算差額等 

合 計 

純 資 産合計 

平成18年3月31日残高 214,457 △196,648 17,808 6,029,855 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当    △91,216 

当期純損失    △370,411 

自己株式の取得    △125 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
△130,310 － △130,310 △130,310 

事業年度中の変動額合計 △130,310 － △130,310 △592,063 

平成19年3月31日残高 84,147 △196,648 △112,501 5,437,791 



１２ 

個 別 注 記 表 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

子会社株式・・・・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券  

時価のあるもの・・・・・・ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定) 

時価のないもの・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法 

 

（２）デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務・・・・・時価法 

 

（３）たな卸資産 

製品・材料部品・・・・・・ 移動平均法に基づく低価法 

仕 掛 品・・・・・・ 個別法に基づく低価法 

貯 蔵 品・・・・・・ 最終仕入原価法に基づく低価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 ・・・・・・・定率法〔耐用年数及び残存価額は法人税法に規定する方法(な

お、機械装置の一部については、見積耐用年数)と同一の基準

による〕但し、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物付

属設備は除く）については定額法 

 

（２）無形固定資産 ・・・・・・・自社利用ソフトウェア 

社内における見込利用可能期間(５年)による定額法 

 

（３）長期前払費用・・・・・・・均等償却（償却期間は法人税法に規定する方法と同一の基準に

よる） 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 



１３ 

 

（３）返品調整引当金 

販売した製品の返品による損失に備えるため、経験率に基づいて算定した返品見込額のうち、

売買利益相当額及び損傷製品の原価相当額又は補修費相当額をあわせて計上しております。 

 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異はそ

の発生時に費用処理しております。 

 

（５）役員退職慰労引当金 

役員の退職による退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（２）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。 

 

（３）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 

 

会計方針の変更に関する注記 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の資本の部に相当す

る金額は５，４３７，７９１千円であります。 

 

 

 



１４ 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額                  ４，６２６，２８２千円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権 ３１５，００５千円 

関係会社に対する長期金銭債権 １７８，０００千円 

関係会社に対する短期金銭債務 ２７４，７０２千円 

 
３．期末日満期手形 
 事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な
お、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残
高に含まれております。 
 
受取手形                           １４９，７９９千円 

 
４．事業用の土地の再評価 
 「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行っております。再評価差額については、「土地再評価差額金」として純資産の部に計
上しております。 
 

 
 
再評価の方法 
 
 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布
政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に
基づき算出しております。 

  再評価を行った年月日 平成１４年３月３1日 

 
 
再評価を行った土地の期末にお
ける時価と再評価後の帳簿価額
との差額 

 
 

△１２４，９３４千円 

 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売 上 高 ３００，８８３千円

仕 入 高 ２，６０２，５１２千円

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ４４９，０４９千円

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 ２４６，３３４千円

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の数        普通株式     ３２７，７２３株 

 

 

 

 



１５ 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

製品等評価損                            ３２３，５６３千円 

返品調整引当金                           １６２，７７０千円 

退職給付引当金                           ２９３，４８１千円 

役員退職慰労引当金                         １２３，８２０千円 

繰越欠損金                             ２２４，７０２千円 

その他                               ３１６，３８２千円 
 

  繰延税金資産小計                      １，４４４，７１９千円 
 
評価性引当額                           △４９６，５１２千円 

  繰延税金資産合計                        ９４８，２０７千円 
 
（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金                       ５８，４７５千円 

その他                                ４８，６０１千円 
 

 繰延税金負債合計                         １０７，０７６千円 

繰延税金資産との相殺額                       １０７，０７６千円 
 

 繰延税金資産の純額                        ８４１，１３０千円 
 

 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（ 借 主 側 ） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額   （単位：千円） 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額 

工 具 器 具 備 品 ５７，８６５ ２１，８４４ ３６，０２１ 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内                               １１，５７３千円 

１年超                                ２４，４４８千円 
 
合計                                ３６，０２１千円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 



１６ 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額                            ７１５円３９銭 

 

２．１株当たり当期純損失                          ４８円７３銭 

 

 

重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

備考 記載金額は表示単位未満を切り捨てております。 


